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明治大学図書館蔵『検閲週報』にっいて
小黒　浩司＊
はじめに
　明治大学図書館には『検閲週報』合冊製本1冊を所蔵している（以下明
大本『検閲週報』）。Web　OPACの所蔵情報の責任表示は、内務省警保局検
閲課編。筆者の当初の調査時点では、配置場所は中央図書館書庫で、請求
記号は023／91／／Jであったが、2009年3月に生田保存庫に移され、請求記
号もDO5N5／023－91／／JZに変更になった。受入印の日付は1956年10月5
日である。
　この明大本『検閲週報』については、同館の片山昭蔵氏1ならびに浮塚利
夫氏2がすでに論及しておられる。屋上屋を重ねる感もあるが、『検閲週報』
が第二次世界大戦末期におけるこの国の図書館・出版統制に関する貴重な
資料であるので、周辺資料などを含めて、改めて少し詳しく紹介したい。
1．『検閲週報』の所蔵状況
　明大本『検閲週報』の所蔵巻号は、第15巻第6号（1943年3月頃）～
22号（10，11号欠）、第16巻第1号（1944年1月頃）～33号（11，12，17号
欠）、第17巻第2号（1945年1月頃）である。
　このうち、15巻6号と16巻25号の一部はカーボン複写、その他は謄
写版印刷となっている。16巻29号（1944年9月頃）からは、「明治大学
図書館殿」のように、宛先を手書きで冒頭に記入している。
＊おぐろ・こうじ／明治大学司書・司書教諭課程兼任講師／図書館情報学
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以下に管見の限りであるが、他館の所蔵状況を記す。
（1）東京市立駿河台図書館
　『千代田図書館八十年史』（以下『千代田八十年史』）によれば、東京市
立駿河台図書館がかつて所蔵していた。これを千代田区立千代田図書館が
受け継いだとみられるが、千代田図書館のWeb　OPACでは、所蔵が確認
できない。同館に問い合わせたが、千代田図書館には現在本資料は所蔵さ
れていない模様である。
　『千代田八十年史』198ページには「検閲週報綴」の図版があり、キャプ
ションには「西神田署特高係から配布された。この綴には昭和18［1943］年
3月30日より昭和i9［1944］年12月6日までの分がある。」と記されてい
る3。この図版を見る限り、明大本『検閲週報』と同一のものと思われる。
（2）帝国図書館
　帝国図書館旧蔵の『検閲週報』を国立国会図書館（以下NDL）が所蔵し
ていることが、大滝則忠氏の研究から明らかになっている（以下NDL所
蔵『検閲週報』をNDL本）4。しかしNDL本は同館総務部所管の旧帝国
図書館文書中にあり、NDL－OPACで検索し、利用することはできない。筆
者はNDL総務部のご厚意により旧帝国図書館文書中の現物を確認した5。
一覧表の形式など、明大本と若干異なっている6。NDL本の所蔵は、第15
巻7号から16巻24号まであった。
（3）法政大学
　酒井勇二氏の『法政大学図書館史』（以下、酒井法政本）に、次のよう
な件がある7。
太平洋戦争も苛烈さを増し国内の決戦体制も急速に整えられ
てくると、検閲制度にっいてもこれまでに増して強化される
ようになつてきた。それまでは随時発せられていた発禁図書
取扱に関する通告が、「検閲週報」として定期的に各大学に配
布されるようになり、同時に図書館に対する監視が厳重とな
つて、本館の「日誌」にもみられるように特高課員の視察が抜
打ち的に行われるようになつた。
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　また酒井法政本の図版中に「太平洋戦争中に配布された検閲週報」と題
する1ページがあり、写真が3枚掲載されている。1944年度と45年度の
『検閲週報綴』の表紙写真、「総長宛に親展で届けられた。」とのキャプショ
ンが付された「東京／麹町警察署長」と印字された封筒写真、『検閲週報』
本文写真である。この本文写真は第16巻28号の1ページ目とみられる
が、一覧表の形式など明大本とは若干異なっているようである。
　筆者は同大学図書館のご好意により、『検閲週報』や後述する酒井法政
本引用の各種文書類の所蔵状況を確認したが、『検閲週報』をはじめ大半
は所在不明となっていた8。
（4）早稲田大学
　早稲田大学大学史資料センターには、同大の教務課より大学史編集所に
移管された早稲田大学本部書類が保存されている。そのなかに謄写版印刷
の『禁止新聞紙出版物週報　戸塚警察署』の15巻7号～16巻17号（1943
年4月28日～1944年4月13日）がある9。ただし16巻7号～17号は『検
閲週報　新聞紙出版物』と表記されている。これは戸塚警察署が印刷した
もので、誌名や掲載形式が若干異なるが、『検閲週報』と同じく発禁等の
処分出版物のリストである（以下早大本）。筆者は同センターのご好意に
より、現物を確認することができた。
2．『検閲週報』の創刊時期
　『千代田八十年史』では、警察が1940年7月以降、終戦まで、『検閲週
報』を発行、毎号図書館に送付してきたとしているlo。しかし前記のよう
に駿河台図書館旧蔵『検閲週報』は現在所在不明であり、確認ができない。
　また、大滝氏は1933年に『出版物行政処分月報』が内務省警保局から
発行され、1940年に、この『月報』が『検閲週報』となったとしている11。
しかし筆者がNDLで調査したところでは、「昭和八年／内務省発行／出
版物行政処分日報（自九月七日至一二月二七日）／帝国図書館／受入係」
という簿冊があり、内務省警保局『出版物行政処分日報』を第5号（1933
年9月7日付）から所蔵しているが、『出版物行政処分月報』は確認でき
なかった（傍点筆者）。巻号の継続も確認できなかった。
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　一方明大本『検閲週報』の所蔵巻年次は前掲のとおりであり、第15巻
が1943年、第16巻が1944年、第17巻が1945年となっている。このこ
とから推測すると、第1巻、つまり創刊の年次を1929（昭和4）年頃と考
えることができる。この年は『出版警察報』（内務省警保局）創刊の翌年
に当たる。
　1928年3月15日、治安維持法違反容疑により全国で一斉検挙が行われ、
日本共産党などの関係者約1600人が検挙された（三一五事件）。6月29
日、緊急勅令によって治安維持法が改定され、最高刑が10年の懲役から
死刑になった。7月3日、内務省警保局図書課（のち検閲課）が大幅増員
され、出版物検閲体制が強化された。
　『出版警察報』の創刊は1928年7月10日。内務省警保局編集・発行の
同誌には、図書・雑誌などの出版物の取締り状況のみならず、内外の出版
事情などが詳細に記録されている。これに対して『検閲週報』は、処分が
決定した出版物の一覧のみが掲載されている。
　以上のことから、次のような目的で『検閲週報』が発行されるように
なったものと思われる。
①　内務省での検閲の結果、発禁などの処分が決定した図書類は、週単
　　位で警視庁、各府県警の特高課（部）に速報された。
②　管内に図書館、出版社、印刷会社などの取締り対象機関が多数ある
　　警察署では、上記の週報をもとに、一線の取締り担当者の手控えと
　　しての一覧表が少部数作成されるようになった。
③　取締り担当者はこれに基づいて出版社、書店などで迅速、厳重に押
　　収などを行った。
3．『検閲週報』頒布先の拡大
　前記のように、明大本『検閲週報』は15巻6号（1943年3月頃）はカー
ボン複写であるが、7号からは謄写版印刷となっている。また、NDL本は
第15巻7号から、早大本は15巻7号（1943年4月28日）からの所蔵で
ある。さらに明大本では16巻29号（1944年9月頃）からは、「明治大学
図書館殿」のように、宛先を手書きで冒頭に記入している。
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上記のことから、次のようなことが推定できる。
①　1943年3～4月頃に統制が強化され、それまで一線の取締り担当者
　　の手控えとして用いられてきた『検閲週報』を、主要図書館などに
　　頒布することになった。
②　これに対応するため、『検閲週報』を15巻7号から従来のカーボン
　　複写から謄写版印刷に変更し、発行部数を増加した。
　酒井法政本には、1943年4月20日付の次のような麹町警察署からの通
牒が掲載されている12。おそらくは明治大学にも同様の文書が所轄の西神
田警察署から総長宛に届いたものと思われる。そしてこれと時を同じくし
て、『検閲週報』も大学に（法大の場合は総長宛）届けられるようになり、
発禁図書の閲覧禁止などを自主的、かつ徹底的に行うことが求められたの
であろう。
麹特高第一七四〇号
　昭和十八年四月二十日
浅見麹町警察署長㊥
法政大学総長　竹内賀久治殿
禁止並二治安警察法処分二依ル出版物取締二干スル依頼方ノ件
去ル昭和十五年七月十日付ヲ以テ全国一斉取締ノ執行二当リ
内務大臣ヨリ禁止命令アリタル左翼出版物二干シ既二貴附属
図書館二於ケル蔵書ヲモ視察取締ヲナシタル処ナルモ大東亜
戦争突発後未曾有ノ難局二直面シ国ヲ挙ゲテ国難破砕二逼進
スル今日未ダ禁止出版物並二思想ヲ混迷二導ク恐レアル出版
物ノ図書館二於ケル利用ガ相当認メラル・折柄今般再度一斉
取締ヲ執行スルコト・相成リタルニ付係官ヲ派シ取締リタル
処相当数ノ不良出版物ヲ摘出シタリ此ノ種出版物二干シテハ
取締方針トシテ図書館二於ケル保管ヲ全面的二警察当局二提
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出セシムル根本方針二有之候ヘバ此ノ趣旨ヲ御了承ノ上可及
的速カニ御提出相成度此段及御通知候也
追而提出現品二添付目録別紙ノ通リ三通作成ノ上二通当署宛
御送付相成度
（別紙）
題号
発行年月日
ﾖ止年月日
発行所及
ｭ　行　者 部数
官公私
ｧノ別
図書館所在
n及名称 発見事実
4．頒布先拡大の背景
　筆者は最近長野県上田市立図書館の『日誌』などを用いて、戦前期公
共図書館における統制の歴史を検証した13。拙稿では、図書館への統制は
1930年代に入って次第に強化され、1940・41年に大きな頂点を迎え、そ
の後も波状的に弾圧が続いたことを論じた。
　1940・41年の一斉取締りについては、従来の研究では未解明の部分も
多いので別稿で詳論する予定であるが、空前の規模で実施された。40年7
月の取締りに関しては、明治大学にも及んでいるので、簡単に紹介したい。
　1940年7月10日、内務省は既刊の左翼関係出版物203件を一括禁止処
分した。これに先立つ3日、同省では各庁府県に対して準備指令の通牒を
発して、処分の徹底を図っだ4。明大以外の大学でも、ほぼ同時期に取締
りが実施されている。
　12日、慶庶義塾図書館に「マルクス・エンゲルス関係図書二百冊の閲覧
禁止命令が出…三田の警察署員がやって来て、分厚な禁制書目を館員につ
きつけ」た15。15日、早稲田大学図書館は戸塚警察署特高検閲係の巡査に
76部172冊を閲覧禁止にしたことを報告した16。法政大学図書館では、9
月17日付けで52点、160冊の麹町警察署への提出が裁決されている17。
　さて明治大学図書館であるが、7月13日に西神田署より左翼出版物の
提供を求められたことが、片山氏の研究で明らかになっている18。当時の
森本謙蔵司書長は「一冊ト錐モ本学ノ財産」として、警察への図書の提供
を拒んだ。なお、片山氏は年表の7月の項に「文部省教学局より禁止図書
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　　　くママラ目録の図付がくる」としているが、これは7月19日付教学局長官発「発
売頒布禁止処分図書ノ取扱方二関スル件」（発企23号）とみられる。この
通牒には、10日の一括禁止図書のリストが付されている19。
　その後1941年3月7日に660点の左翼出版物が一括禁止され、4月23
日に教学局長官から「発売頒布禁止処分左翼図書ノ取扱方二関スル件」（発
企23号）が通牒された20。そして前年通牒と同様に「閲覧、貸出ヲ禁止
シ之ガ保管ノ場所、方法等二付テ適当ナル処置ヲ講ジ以テ学生生徒ノ指導
上遺憾ナキヲ期」すことが求められた。
　第2次の左翼出版物一括禁止が発動された1941年3月7日に国防保安
法が公布され、10日には治安維持法が全面改定された。同年12月19日
に言論・出版・集会・結社等臨時取締法が、翌42年2月24日に戦時刑
事特別法が公布となり（43年3月一部改定）、抑圧体制はいっそう強化さ
れた。
　これに対応して、図書館への統制も当然厳しさを増すことになる。警視
庁では1943年4月24日からの10日間、管内図書館の一斉取締りを実施
している。5月に警視庁特高部検閲課が作成した『出版検閲概観』では、
この取締りについて、次のように報告している21。
去る三月図書館並図書閲覧所等備付の禁止出版物取締要綱が
制定され爾来之が指導取締を為し来たった処であるが管下図
書館の実情を視ると左翼出版物等禁止処分に付せられたもの
が依然閲覧に供せられ戦時下思想国防上に及ぼす影響砂から
ざるものあり去る四月二十四日より十日間管下一斉取締を実
施したのであるが各署の努力により其成績極めて良好であつ
た　其状況左表の通である
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?　　　　　種別
ﾎ象 禁止 治警適用 計
一　　図 525 5881，ll3
学　　　　〃
t属　　〃 481 8171，298
合　　　　　計 1，006 1，405 2，411
?
　　　　種別
ﾎ象 禁止 治警適用 計
翼的ナルモノ 949 1，3502，299
一　　　安　興 53 32 85
風　俗　関　系 4 23 27
合　　　　　　計 1，006 1，4052，411
之を通して観る時大半が左翼出版物で一般安寧及風俗関係は
僅少であつた　尚今後之が取締は各署の努力に侯つ処大なる
ものがある
　この文書によれば、1943年3月に「図書館並図書閲覧所等備付の禁止
出版物取締要綱」（以下「要綱」）が定められ、4月20日から一斉取締り
が実施されたことがわかる。この「要綱」は未見であり、内容は残念なが
ら不明である。しかし従来の取締法体制に「治警適用」を加えることで、
その体制強化が図られたと思われる。
　治警適用とは、治安警察法第16条に基づくものとみられる。しかし、
同法は1900年3月に公布され、1922年と26年に一部改正されているが、
この時期に改正されてはいない。おそらく「要綱」制定に際して、同法の
解釈・運用が恣意的に変更されたのであろう。
　そして先章で示した法政大学への麹特高第1740号通牒「禁止並二治安
警察法処分二依ル出版物取締二干スル依頼方ノ件」は、「要綱」に基づく
一斉取締りを示すものでもある。『検閲週報』頒布先の拡大は、3月の「要
綱」確定と4月の一斉取締りに深く関わっていると思われる。
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5．『検閲週報』の掲載形式
　『検閲週報』掲載の発禁本などの一覧形式は、新聞紙と出版物に分け、
それぞれを禁止処分と削除処分に分けている。この形式は、『出版警察報』
と同じである。なお、第16巻20号（1944年6月頃）から、出版物につ
いては禁止・削除に加えて、治警処分の項目が設けられているが、このこ
とについては次章で述べる。
　つまり『検閲週報』の内容は、掲載順が多少前後するものもあるが、『出
版警察報』と一致しており、内容としては新味がないともいえる。ただし、
『出版警察報』は発行が確認されているのは、148・149号（1944年3月分）
までであり、1944年3月以降の発禁図書類については不明のものが多い。
明大本『検閲週報』16巻33号の一部と17巻2号掲載の発禁書などは、従
来あまり知られていないものである。そこで以下にこれを掲載する。
検閲週報（新聞紙）第十六巻第三十三号
　禁止処分
題号 発行年月日 巻号 発行地 処分別 処分月日 摘要
皇道日報 昭一九、
鼈黶A一
第二八七二号 東京 安寧 一一A二五
日本電気
V報
昭一九、
鼈黶A二五
第四九〇号 〃 〃 一一A二八
皇道日報 昭一九、
鼈黶A二二
第二八七四号 ノノ 〃 〃
削除処分
週刊東洋
o済新報
昭一九、
鼈黶A二五
第ニー五〇号 〃 〃 一二、五 自七頁
株ｪ頁
検閲週報（出版物）第十六巻第三十三号
　禁止処分蛇削除処分ナシ
　治警処分
題号 発行年月日 発行所及発行人 処分別 処分月日
日本神話下巻 昭一二、二、一〇 神田区錦町三ノー一
@山本慶治
安寧 一二、六
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検閲週報（新聞紙）第十七巻第二号
　禁止処分
題号 発行年月日 巻号 発行地 処分別 処分月日 摘要
同盟写真 昭和二十、 二六二六号 東京 安寧 二、二 「出撃ヲ待ッ我
特報 一、二五 ガ新鋭屠龍」ト
説明アル写真ハ
飛行機二装備セ
ル秘密兵ノ所在
ヲ暴露セルニ因
ル
削除処分
陸運青年 昭和二〇、 第三巻 東京 安寧 一、二七 自二二頁至二六
（女子版） 一　　　　　　一
@、 第一号 頁連載「下情報
告書」ト題スル
記事ハ巷間二不
平不満ヲ取材シ
タルモノニシテ
統制経済誹諦並
政治不信ノ筆致
アルニ因ル
6．中間部合綴文書にっいて
（1）合綴文書の概要
　この文書は『検閲週報』16巻5号と同6号の間に、綴じられている。文
書名、日付、作成者などは何も記載されていない。この文書に続けて、「一、
治警適用」の図書55点（処分の日付は［1944年］3月6日～6月21日、項
目は処分月日・書名・発行年月日・処分別・発行人）、「二、絶版警告」の図
書類15点（処分の日付は［1944年］2月25日～6月17日、項目は治警適
用に同じ）、「三、本版改訂」の図書・雑誌6点（処分の日付は［1944年］1
月29日～4月26日、項目は処分月日・題号・発行［処分と誤記］年月日・
発行人・摘要）の3種類のリストが添付されている。
　作成者は、内容から内務省もしくは警視庁検閲課と推定される。作成時
期は、前記のようにこの文書には、治警適用図書類のリストが添付されて
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いるが、そこに掲載されている図書類の処分年月日が1944年1月～6月
末であることから、1944年6月末以降に作成されたものとみられる。
　内容は、図書館での治警適用資料などの取り扱い要領を具体的に示した
ものである。この種の文書は、管見の限り類例を見ないものであるので、
以下にその全文を掲げる。
一、絶版警告
　本処分ハ治警適用ノモノヨリ悪質ノ程度梢軽ク且過去二
　発行セラレ尚残部僅少ナモノニ多ク適用セラル・モノニ
　　シテ検閲課トシテハ発行人ヨリ請書ヲ呈シ紙型残部ハ任
　意提出ヲ為サシムルモノナリ
　従テ発行所ヨリ既二頒布セラレタルモノニ対シテ迄之レ
　　ガ処分ヲ及ハサルモノナルカ図書館二対シテハ例外トシ
　　テ禁止処分ト同一ノ取扱ヲ為ス
ニ、本版改訂
　本処分ハ新刊ニシテ不良個所勘ク且未頒布中ノモノニシ
　　テ容易二改訂セラレルモノ即チ皇室関係文字ノ誤字脱漏
　等ノ場合二多ク適用セラル従ツテ未改訂ノモノ・頒布ハ
　禁ゼラル・モノニシテ検閲課トシテハ発行人ヨリ請書ヲ
　呈スルト共二不良内容ヲ改訂セシメ更二内務省二納本セ
　　シメ然ル後頒布セシメルモノナリ
　　尚図書館二対シテハ次版改訂処分ノモノト同一取扱ヲ為ス
三、次版改訂
　本処分ハ本版改訂ノモノヨリ不良ノ程度稽軽ク且不良個
　所概ネ勘ナキモノ多ク適用セラレ検閲課トシテハ発行人
　　ヨリ請書ヲ呈スルノミ
　　尚発行人トシテハ初版二限リ其侭頒布シ重版ノ場合始メ
　テ不良個所ヲ改訂スル義務ヲ負フモノナルガ図書館二対
　　シテハ例外ノ取扱ヲ為ス
（2）合綴文書の背景
　この文書によれば、「治警適用」までには至らなかった、「絶版警告」、「本
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版改訂」、「次版改訂」の図書類も、治警適用図書類と同様に、図書館では
閲覧禁止の措置をとることを指示したものである。
　前記のように、一覧形式が第16巻第20号（1944年6月頃）から出版物
については禁止・削除に加えて、治警処分の項目が設けられている。『検
閲週報』を見ると、6月24日付から治警処分が現れている。この頃に取
締り方法の一部が変更、即ちいっそう拡大・強化され、その周知徹底を図
る目的でこの文書が作成され、伝達されたとみられる。
　酒井法政本によれば、法政大学には学長（総長）あてに1944年5月15
日に文部省教学局長から「出版物閲覧指導強化二関スル件」という通牒が
来ており（発教九五号）、そこには次のような同日付の警視総監・各庁府
県長官あての内務省警保局長名の通牒が写として添えられていた22。
警保局長検発中第一四号
　昭和十九年五月十五日
内務省警保局長
警視総監　　　殿
各庁府県長官
図書館備付出版物ノ取締二関スル件
先般文部省ト協力ノ上東京都及京都、大阪、神戸、福岡、仙台
各市所在ノ主要図書館（大学、専門学校附属図書館ヲ含ム）二
於ケル出版物ノ閲覧、保管ノ状況ヲ視察セルニ其ノ成績必ス
シモ良好ナラス出版法又ハ新聞紙法二依ル発売頒布禁止又ハ
差押処分二附セラレタル出版物ニシテ閲覧二供セラルルモノ
モ有之候処今後用紙不足二因ル出版ノ制限、一般読書意欲ノ
向上等二伴ヒ図書館ノ利用愈々増大スルノ傾向必至ナルヲ看
取セラルルニ鑑ミ図書館二於ケル出版物閲覧ノ指導取締二十
全ヲ期スルノ要緊切ナルモノアリト思料セラレ候二就テハ地
方警察当局二於テモ特二左記事項留意ノ上図書館ノ健全ナル
機能発揮二遺憾ナキ協力ヲ致サレ度尚本件二関シテハ文部省
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当局トノ了解済二有之文部省ヨリハ別紙写ノ通別途通牒有之
二付為念申添候
記
一．出版物ノ行政処分アリタルトキハ其ノ都度速二管下各図
　　書館二移牒ノ上処分ノ目的ヲ達成スル様措置スルコト
二．図書館備付出版物ノ取扱二付テハ概ネ左二依ルコト
　（一）公共図書館二於テハ発売頒布禁止ノ処分二付セラレタ
　　ル出版物ノ保管ハ原則トシテ之ヲ行ハサルコト
　（二）絶版警告ヲ為サレタル出版物ハ禁止処分二付セラレタ
　　ルモノト同様二取扱フコト
　（三）次版改訂ヲ命セラレタル出版物ハ可成該当個所ヲ削除
　　シタル上閲覧二供スルコト、事情二依リテハ其ノ儘トシ
　　閲覧ノ制限ヲ行フコト
　（四）過去二於テ刊行セラレタル左翼的論調多キ雑誌二付テ
　　ハ之ガ閲覧ノ禁止乃至制限ヲ行フコト
三．処分台帳ヲ整備シ置キ図書館当局ノ利用ノ便ヲモ考慮ス
　　ルコト
四．図書館当局トノ平常ノ連絡ヲ密ニシ公共図書館二付テハ
　　必要二応シ随時視察ヲ為スト共二大学、学校附属図書館
　　二付テハ今後設置セラルヘキ図書館当局、学生課等トノ
　　連絡懇談会二参加スルコトニ依リ不良図書ノ禁閲乃至閲
　　覧制限ヲ徹底セシムルコト
　この内務・文部両省による統制強化は各道府県に通牒され、各管内の図
書館などへ伝達された。例えば群馬県では6月7日付で県内公私立図書館
長宛に県内務部長名で「出版物閲覧指導強化二関スル件」が23、岐阜県で
も6月9日付で同様に「出版物閲覧指導強化二関スル件」が24通牒されて
いる。
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　また前掲大滝論文では、1944年8月29日付で上野警察署長から帝国
図書館長への「出版物治警処分二関スル件」が紹介されている25。これは
1940年7月の左翼出版物一括禁止の際に帝国図書館が作成したリストに
掲載している左翼図書235点について全点治警処分するように求めたもの
である。
　以上のことから、明大本『検閲週報』中間部合綴文書について、次のよ
うなことが推定できる。
①　1944年4月頃、内務省・文部省合同で全国での図書館の臨検が実施
　　され、図書館での発禁図書類の管理状況などが調査された。
②　その結果として、発禁図書類の管理をさらに厳重にすることが内務・
　　文部両省で取り決められ、1944年5月15日に両省から通牒された。
③　明大本『検閲週報』中間部合綴文書は、この指示をより徹底するた
　　めに作成され、『検閲週報』とともに主要図書館に配られたもので
　　ある。
　1942年6月のミッドウェー海戦の敗北後、戦局は悪化の一途をたどって
いた。戦争体制は事実上崩壊し、国民の間に動揺が広がっていた。本章、
あるいは4章で述べた戦末期図書館統制の強化は、「本土決戦」に向けた
体制の引き締め策なのだろう。しかし1944年7月東条内閣は倒れ、敗色
はいよいよ濃厚となっていく。
7．巻末の合綴物について
巻末には、次のようなものが綴じこまれている。
●名刺（西神田警察署勤務／特別高等係／戸谷安正／電話［略］）を貼
　付した紙1枚
・『近きより』第7巻第5号4枚（p．1－8．）
・　「ソ聯の異民族兵督戦要綱」M・1・カリーニン（『赤星』紙　1943
　年8月21号）5枚（p．65－74．）
．　『大日本女性人名辞書』1枚（p．331－332．）
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・　『南洋経済研究』2枚（p．7－10．）
・　「防空上の一考察／人間中心より産業中心」田邊忠男4ページと目
　次3ページを1枚に張り合わせ
（1）名刺にっいて
　戦前期の図書館では、所轄署の警察官などによる臨検は決して珍しいこ
とではなかったが、担当者の名刺からその氏名が特定できる事例は、筆者
の知る範囲ではこの明大本の綴じ込みと早稲田大学図書館のものがある26。
　早稲田大学の場合、「特別高等検閲係［この部分手書き］／戸塚警察署勤
務／警視庁巡査　請地春吉」の名刺が残っている。請地は、1940年7月
10日の左翼出版物一括禁止処分を早大に伝えた担当者である。早大図書
館は禁止図書の目録に基づき蔵書を点検、76部172冊を閲覧禁止したこ
とを、15・17日に請地に報告した。さらに請地は9月になって禁止図書
追加を早大に伝え、これに対して早大図書館は9月13日に153部273冊
の閲覧禁止を請地に報告している。
　前述のように、40年7月13日に西神田署より左翼出版物の提供を求め
られたことが、片山氏の研究で明らかになっている27。早大の名刺の例と
あわせ考えると、西神田署の特高係戸谷安正が40年の一括処分の際の所
轄署の担当者であったと推測することができる。
　一方、他の合綴資料は1943年3月から10月にかけての発禁等の処分を
うけたものである。このことと、第4章で述べたように『検閲週報』頒布
先拡大の時期が43年4月頃であることから、この戸谷が同年の統制強化
に関わる所轄署の担当者であったとも考えられる。
　この名刺をめぐっては、これ以上の資料を現在のところ確認していない
ので、詳細は不明である。
（2）『近きより』
　正木ひろし（1896－1975）の個人発行雑誌。1937（昭和12）年4月創刊
（～98号，1949．10）。第7巻第5号は1943年5月5日発行、同6月15日
に「「私のメモより」ト題スル記事ハ、時局呪誼二亘ルニ因リ禁止」となっ
た28。
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　1939（昭和14）年の中国旅行以降、正木は同誌に日本の軍国主義を厳
しく非難する文章をたびたび掲載し、繰り返し発禁処分を受けることにな
る。とくに1943年は時の東条英機首相を批判した「責任を知れ」（2号）
がよく知られている。
　正木の『近きより』発行については当然厳しく監視されていたのだが、
彼の活動をひそかに支えていた人物がいたことで、同誌が弾圧の網の目を
かいくぐって読者のもとに届けられた。正木は雑誌の発送に麹町郵便局を
利用した。同局の局長は、同誌が持ち込まれると直ちに全局員を総動員し
て区分して優先発送し、処分が決定する頃には既に発送済みとなるように
した29。
　明大本のこの綴じ込みは、正木の『近きより』を、当局が執拗に追いか
け、抹殺しようとしたことを示している。
（3）「ソ聯の異民族兵督戦要綱」
　これは『外国の新聞と雑誌』525号（東京・日本読書協会1943年10月
20日発行）に掲載された記事で、同年10月30日に安寧「ソ聯施政ヲ謳
歌、独逸ヲ誹諦スルモノナルニ因リ」削除処分となっている30。明治大学
生田保存書庫所蔵の該当号は65～74ページが切り取られている（請求記
号PO51／84／／H）。
（4）『大日本女性人名辞書』
　同書の著者は高群逸枝（1894－1964）。日本の女性史研究の創始者として
知られる。しかし高群の研究活動は、当局に厳しく抑制されていた。彼女
は特高の訪問を受けたり、警察署に呼び出されたりした。1938年4月頃
には「高天原は高天原以外の何処でもない」とか「皇室の恋愛に触れては
ならない」というような「特達」が通告された31。
　『大日本女性人名辞書』は1936年10月に初版発行、1939年10月増補
発行、1942年9月13日［3］訂発行、版元はいずれも東京・厚生閣。直接
処分の対象となったのは1942年版で、処分日は1943年5月4日である。
「後花園天皇ト日野富子トノ醜聞ヲ記述セル箇所ハ天皇ノ尊厳ヲ冒涜スル
虞アルニ因リ四三一頁安寧削除」となった32。
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　ところが明大本『検閲週報』に綴じられているのは、331・332ページ
の部分であり、100ページのずれがある。明大中央図書館所蔵『大日本女
性人名辞書』（1939年増補）がこれに該当するようで、331・332ページが
切り取られ、「三三一頁削除」との朱記がある（請求記号R281／16）。これ
は明大図書館の担当者の単純な誤りであろうか。
　この頃の明大図書館司書長の森本は徒然草の研究者でもあった33。彼は
当然、王朝人のおおらかな性生活をよく知っていたはずだ。後花園天皇と
日野富子との「醜聞」を記すことが「天皇ノ尊厳ヲ冒涜スル」から該当部
分を削除せよとの命を受け、ひそかな反抗を試みたのかもしれない。
　一方、NDL所蔵の同書1942年版は、431ページ以外にもおびただしい
箇所が削除されている（旧貴族院所蔵本は未削除）。それらを見ると、北
朝関係の人名が問題にされたようであり、索引項目部分までも削除されて
いる。
　高群の手記には次のように記されている34。
私が戦時中に母系制や辞書を書いたとき、皇室の婚姻につい
ては、ふれてはならぬときつい通達があった。とくに母系制
に皇室をだしにっかうなど以てのほかだったらしい。しかし
学術研究にそれをぬきにしては成り立たぬので、［徳富］蘇峰先
生の序文をもらって、そのかげにかくれてどうやら発表がで
　　　　　　　　　　　　くママラきた。しかし、辞書は遂に不能となった。
　NDLには、同館が製作した「検閲削除処分切取ページ集」という資料
がある35。この資料は、帝国図書館に1942（昭和17）年から1944（昭和
19）年に納本された図書のうち内務省の検閲により削除処分になった箇所
のページを収録したもので、前記『大日本女性人名辞書』の切除部分も含
まれる。しかし高群の『大日本女性人名辞書』の、431ページ以外部分の
削除がいつ誰のどのような理由で指示に基づいて行われたかについては、
不明である。
（5）『南洋経済研究』
　同誌の6巻3号（1943年3月1日発行）掲載の小西干比古の巻頭言「大
東亜御三家案」6～9ページのうち7～9ページが、「南方占領地ノ統治方式
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ヲ云為シタルガ右ハ爾後ノ統治施策拉二戦争完遂上悪影響アリト認メラル
・二依リ」安寧削除となっている（3月11日処分）36。明大本には9ペー
ジ裏の10ページまでが綴じられている。なお、同誌は現在明大には所蔵
していないようである。
（6）「防空上の一考察／人間中心より産業中心」
　『経済雑誌ダイヤモンド』31巻15号（東京・1943年5月21日発行）
の4ページが、5月24日付けで「秘密兵器タル双発戦闘機ノ性能ヲ暴露
シタルガ、右ハ陸軍省令ニヨル新聞掲載禁止事項ノ標準一ニニ抵触スルニ
因リ禁止」となっている37。明治大学生田保存書庫所蔵の該当号は、3・4
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くママラページが切り取られ、5ページに「四頁削除六月二十九日）」と朱記があ
る（請求記号P330／1／／H）。
　ダイヤモンド社の創業者石山賢吉の回想38や同社の社史39には、同社及
び『ダイヤモンド』誌に対する圧迫の模様が記されている。戦時中軍部が
「商業」を毛嫌いしていたことはよく知られている。1944年に東京商科大
学が東京産業大学への改称を余儀なくされるなど、商業教育研究までも目
の敵にされていた。同社も「株のダイヤモンド」という定評が災いして、
「悪資本主義の標本」とされたのだろう。
　またこの時期「敵性語」の追放が進められており、『ダイヤモンド』と
いう誌名、ダイヤモンド社という社名も日本語に改めるよう、圧力が加え
られていた。1940年3月28日、内務省は「欧風」や「不敬」な芸名の改
名を命令した。野球から英語が消えたのは1943年3月。雑誌名について
も、例えば1943年2月に大日本雄弁会講談社の『キング』が『富士』に、
毎日新聞社の『エコノミスト』が『経済毎日』に、それぞれ誌名を変更し
ている。
　社名変更の例としては、オーム社が1943年2月に定款を改訂して電気
日本社になっている。同社の『電気雑誌OHM』は、「横文字追放の風当り
が厳しく」1940年1月から『電気雑誌オーム』となり、第二次世界大戦の
勃発とともに「軍部による敵性語廃止の指導機運がますます強まり」1942
年7月にさらに『電気日本』へと改題を余儀なくされた40。
　『ダイヤモンド』や先の高群の『大日本女性人名辞書』、あるいは正木
の『近きより』に対する処分には、当局側の意向に従わないものに対する
216
嫌がらせ・報復の意図が含まれているようにも思える。
おわりに
　以上見てきたように、明大本『検閲週報』は、この国の戦末期における
図書館統制の事実を伝える貴重な資料である。同時に明治大学、明治大学
図書館の歴史を語る上でも貴重な資料であるともいえよう。
　しかしこの『検閲週報』は当時の用紙事情ゆえに経年劣化が著しい。こ
の資料を末長く後世に残すために長期保存に向けた措置を講じることを念
願する次第である。
　終わりになりましたが、本稿の執筆に際して、関係資料類の調査でお世
話になった各機関の皆様にお礼を申し上げます。
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